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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 43,455 43,680 44,769 43,242 43,324

経常利益 (百万円) 890 1,054 1,904 2,375 1,316

当期純利益又は

当期純損失(△)
(百万円) 377 △3,240 4,581 781 740

純資産額 (百万円) 27,054 22,490 26,616 26,673 26,751

総資産額 (百万円) 46,530 42,193 39,031 37,097 36,299

１株当たり純資産額 (円) 536.49 445.95 528.51 529.74 532.19

１株当たり当期純利益

金額又は当期純損失金

額(△)

(円) 6.64 △64.81 90.96 15.53 14.72

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.1 53.3 68.2 71.9 73.7

自己資本利益率 (％) 1.4 △13.1 18.7 2.9 2.8

株価収益率 (倍) 41.1 ― 3.5 14.0 12.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,256 862 586 1,952 232

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △62 412 7,708 △1,225 △1,137

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,074 △1,365 △6,068 △1,470 △532

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 2,275 2,185 4,412 3,668 2,234

従業員数

(ほか、平均臨時

雇用者数)

(名)
329

(177)

341

(157)

319

(154)

319

(145)

316

(126)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第78期、第80期、第81期および第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

３　第79期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

４　第79期連結会計年度が当期純損失となったのは、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上

によるものであります。

５　第79期の株価収益率については、当期純損失を計上したため記載しておりません。

６　第80期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 30,910 30,495 30,405 28,748 28,442

経常利益 (百万円) 1,257 967 1,491 1,971 1,109

当期純利益又は

当期純損失(△)
(百万円) 645 △3,175 4,426 591 576

資本金 (百万円) 7,004 7,004 7,004 7,004 7,004

発行済株式総数 (株) 59,046,23750,387,94850,387,94850,387,94850,387,948

純資産額 (百万円) 27,499 22,768 26,789 26,815 26,828

総資産額 (百万円) 44,465 39,289 35,625 34,448 33,718

１株当たり純資産額 (円) 545.35 451.61 531.94 532.55 533.73

１株当たり配当額

(うち、１株当たり

中間配当額)

(円)
6.00

(―)

6.00

(―)

6.00

(―)

6.00

(―)

6.00

(―)

１株当たり当期純利益

金額又は当期純損失金

額(△)

(円) 11.67 △63.38 87.88 11.75 11.47

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 61.8 58.0 75.2 77.8 79.6

自己資本利益率 (％) 2.3 △12.6 17.9 2.2 2.2

株価収益率 (倍) 23.4 ― 3.6 18.6 16.5

配当性向 (％) 51.4 ― 6.8 51.1 52.3

従業員数

(ほか、平均臨時

雇用者数)

(名)
168

(69)

159

(55)

142

(46)

138

(34)

131

(17)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第78期、第80期、第81期および第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

３　第79期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

４　第79期事業年度が当期純損失となったのは、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上によ

るものであります。

５　第79期の株価収益率、配当性向については、当期純損失を計上したため記載しておりません。

６　第80期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。
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２【沿革】

年次 沿革

昭和25年６月 資本金450万円をもって東京都中央区木挽町にて会社設立

11月 豊洲工場操業開始、日産溶糖能力124トン

27年４月 当社精製上白糖が東京砂糖取引所の上場銘柄標準品の指定を受ける

28年７月 本社を東京都中央区日本橋小網町に移転

30年11月株式を東京証券取引所店頭に公開

36年10月株式を東京証券取引所市場第２部に上場

41年11月豊洲工場合理化・増設工事完了、日産溶糖能力2,004トン

47年12月ドゥ・スポーツプラザ晴海(東京都江東区)営業開始

48年６月 雪印乳業㈱、㈱上組との合弁で、日本ポート産業㈱(現・関連会社)設立

12月 ニューポート産業㈱(現・連結子会社)設立

49年４月 ドゥ・スポーツプラザ新宿(東京都新宿区)営業開始

59年12月代理店日新カップ㈱(現・連結子会社)の株式取得

62年７月 新豊食品㈱(現・連結子会社)設立

63年10月出光興産㈱との合弁で、㈱エヌアイフィットネス(現・関連会社)設立

平成４年６月 日新余暇開発㈱(現・連結子会社)設立

12年11月東日本製糖㈱(現・新東日本製糖㈱・関連会社)の株式を取得し、大日本明治製糖㈱との折半出資の合

弁会社とする

13年４月 日新カップ㈱を総販売元とする

14年３月 千葉工場(物流センター、ガムシロップ工場・研究開発棟)新設

６月 豊洲工場閉鎖

７月 新東日本製糖㈱における大日本明治製糖㈱との精製糖等の共同生産開始

15年４月 新光製糖㈱と精製糖等の生産・販売に関する業務提携基本契約締結

18年９月 ドゥ・スポーツプラザ晴海(東京都江東区)閉鎖

10月 ドゥ・スポーツプラザ豊洲(東京都江東区)営業開始

20年３月 ドゥ・スポーツプラザ新宿（東京都新宿区）閉鎖

10月 ドゥ・スポーツプラザ南砂町（東京都江東区）営業開始 

21年１月 ドゥ・スポーツプラザ上里（埼玉県児玉郡）営業開始 

　　３月 ㈱エヌアイフィットネス（大阪市中央区）営業終了
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３【事業の内容】

　当社グループは、子会社７社および関連会社７社で構成され、砂糖の製造販売を中心とする食品事業を主な内容と

し、その他にスポーツクラブの経営等の健康産業事業および店舗等の不動産賃貸・冷蔵倉庫業等の不動産その他事

業を行っております。

　当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

　なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。

(砂糖その他食品事業)

　当社は砂糖の精製・販売を行っており、関連会社新東日本製糖㈱に精製糖等の製造を委託し、製品の一部を子会

社新豊食品㈱にて包装・加工し、販売会社である子会社日新カップ㈱を通じて販売しております。日新カップ㈱

はこのほか、糖化製品等の仕入・販売を行っております。また、その他の関係会社住友商事㈱を通じ、製品の販売

および原材料、商品の仕入を行っております。

(健康産業事業)

　当社および子会社日新余暇開発㈱は、『ドゥ・スポーツプラザ』ブランドで、スポーツクラブやスイミングス

クールを運営するとともに、関連事業を行っております。なお、関連会社㈱エヌアイフィットネスは、平成21年３

月29日をもってドゥ・スポーツプラザ心斎橋を閉鎖し、営業を停止いたしました。

(不動産その他事業)

(1) 不動産賃貸

　当社は店舗等の不動産賃貸の営業を行っております。

(2) 冷蔵倉庫・港湾運送

　子会社ニューポート産業㈱および関連会社日本ポート産業㈱は、冷蔵倉庫業・港湾運送業等の物流事業を

行っております。

(3) 合成樹脂等の販売

　子会社日新サービス㈱は、合成樹脂等の仕入・販売を行っております。

　以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
[被所有]割合
(％)

関係内容

(連結子会社)            

日新カップ㈱

(注)３、４

東京都

中央区
340

砂糖その他

食品事業
100.0

当社製品の販売先、不動産の賃貸、

資金融資、同社の商品仕入債務に対

する保証、役員の兼任５名

新豊食品㈱

(注)３

千葉県

千葉市
90

砂糖その他

食品事業
100.0

当社製品の包装・加工、不動産の賃

貸、資金融資、役員の兼任３名

日新余暇開発㈱
群馬県

高崎市
90健康産業事業 100.0資金融資、役員の兼任２名

ニューポート産業㈱

(注)３

千葉県

千葉市
900

不動産その他

事業
100.0

不動産の賃貸、資金融資、同社の金

融機関借入金に対する保証、役員の

兼任４名

日新サービス㈱
東京都

中央区
90

不動産その他

事業
100.0

資金融資、同社の商品仕入債務に対

する保証、役員の兼任３名

(持分法適用非連結子会社)            

その他１社 ― ― ― ― ―――――

(持分法適用関連会社)            

新東日本製糖㈱
千葉県

千葉市
6,174

砂糖その他

食品事業
50.0

当社製品の製造、同社の金融機関借

入金に対する保証、役員の兼任５名

㈱エヌアイフィットネス
大阪府

大阪市
80健康産業事業 50.0資金融資、役員の兼任２名

日本ポート産業㈱
兵庫県

神戸市
500

不動産その他

事業
40.0役員の兼任４名

(その他の関係会社)            

住友商事㈱

(注)５

東京都

中央区
219,278総合商社

[ 20.1 ]

[ (0.6)]

当社製品の販売先および原材料、商

品の仕入先

　（注）１　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称等を記載しております。

２　「議決権の所有[被所有]割合」欄の(内書)は間接所有であります。

３　特定子会社であります。

４　売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えておりますが、当該連

結子会社は、事業の種類別セグメントの売上高に占める当該連結子会社の売上高(セグメント間の内部売上

高または振替高を含む)の割合が100分の90を超えておりますため、主要な損益情報等の記載を省略しており

ます。

５　有価証券報告書の提出会社であります。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

砂糖その他食品事業 150 (94)

健康産業事業 47 (28)

不動産その他事業 67  (4)

全社(共通) 52 (－)

合計 316(126)

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

(2) 提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

131(17) 43.5 20.8 7,326,487

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

　当連結会社において労働組合は結成されておらず、また創業以来現在に至るまで労使間に争議その他の紛争を生

じたことはありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における経済環境につきましては、エネルギー等の価格高騰や金融危機の再燃が実体経済に大き

な影響を及ぼし、世界経済を牽引してきた米国経済も大きく落ち込みました。また、米国発の金融危機は各国へ波

及、中国をはじめとする新興国の経済成長も急減速し、世界経済は急速に悪化しました。わが国においても輸出の大

幅な減少や資源価格高騰による企業収益の悪化に伴い、設備投資が減少し、雇用情勢の悪化や所得環境の伸び悩み

による先行き不透明感から生活防衛意識が高まり個人消費も冷え込むなど、景気の急速な悪化が続いており、依然、

景気後退を抜け出す道筋のはっきりしない状況にあります。

当社グループの主力事業であります精糖業界の状況は、個人消費の低迷、嗜好の変化等により、依然として市場を

めぐる激しい競争が続いております。

海外原糖市況につきましては、ニューヨーク市場現物相場において１ポンド当たり13.30セントで始まりました

が、先物市場に対する規制を強化するとの報に、投機筋の手仕舞い売りが殺到し当期の安値となる11.54セントまで

下落しました。その後、天候悪化による砂糖キビ収穫の遅れなど主要生産国の減産見通しに、需給逼迫感が強まり買

い戻しが入り、８月に当期の高値の16.13セントまで上昇しました。しかし、世界的景気後退から基礎資源の需要減

退や原油をはじめ商品市場から投機マネーの離散が続き、11.63セントまで軟化しました。その後、インドの更なる

減産やパキスタン・中国などの現物買付の報に、買い戻しが強まり13.52セントに値を戻して当期を終了いたしま

した。

一方、国内精糖市況（日本経済新聞掲載、東京）は、上白糖１㎏当たり154～155円で始まりましたが、原油高騰に

よる生産エネルギーコスト、物流費、包装資材等の値上がりに伴い４月と11月にそれぞれ６円上げ166～167円へと

上昇しました。その後、消費不振と食品全般の価格下落傾向を受け３月に入り３円下げ163～164円となり当期を終

了いたしました。

当連結会計年度の売上高は43,324百万円（前期比0.2%増）、営業利益は1,425百万円（同40.9%減）、経常利益は

1,316百万円（同44.6%減）、当期純利益は740百万円（同5.3%減）となりました。

 

 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①砂糖その他食品事業

主力の精製糖においては、採算重視の販売方針のもと期前半は業務用、家庭用ともに前年を上回るペースで順調

に推移した出荷量でしたが、景気の急激な悪化に伴う食品全般の消費低迷等により、業務用、家庭用ともに砂糖消

費が鈍化し、精製糖全体の出荷量は前期を下回る結果となりました。そのような中でも、当社独自の「きび砂糖」

は前年を上回って好調に推移いたしました。また、新製品として「プレミアムきび砂糖」を本年１月に発売してお

ります。

　その結果、売上高は37,844百万円（前期比2.5%増）、営業利益は2,639百万円（同25.3%減、配賦不能営業費用控除

前）となりました。

②健康産業事業

フィットネス業界全般では、景気後退の影響を強く受け、厳しい経営環境下にあります。

ドゥ・スポーツプラザにおきましては、平成18年開業の「ドゥ・スポーツプラザ豊洲」に続き、昨年10月に東京

都江東区に「ドゥ・スポーツプラザ南砂町」を、今年１月には埼玉県に「ドゥ・スポーツプラザ上里」をオープ

ンし、地域に密着したクラブ運営や営業活動を行い、会員募集やスクール事業など順調に推移しております。しか

しながら、昨年３月の新宿店閉鎖の影響により減収となりました。また、新店舗立ち上げに伴う一時的な費用の発

生により減益となりました。

その結果、売上高は1,521百万円（前期比33.3%減）、営業損失は322百万円(前期は234百万円の営業損失、配賦不

能営業費用控除前)となりました。
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③不動産その他事業

不動産その他事業では、冷蔵倉庫・港湾運送部門において一昨年新設した営業倉庫が年間を通じて業績に寄与

しましたが、合成樹脂の仕入販売部門においては景気後退を受け取扱高が減少しました。

その結果、売上高は3,958百万円（前期比1.8%減）、営業利益は262百万円（同26.0%増、配賦不能営業費用控除

前）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、232百万円の収入（前期比1,720百万円減少）となりました。税金等調整

前当期純利益は927百万円、減価償却費は511百万円となりましたが、法人税等の支払額352百万円およびドゥ・ス

ポーツプラザ新宿閉鎖に伴う支出781百万円が発生しました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,137百万円の支出（前期は1,225百万円の支出）となりました。定期預

金および譲渡性預金の預入・払戻による支出800百万円（純額）、関係会社の整理による支出280百万円等による

ものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、532百万円の支出（前期は1,470百万円の支出）となりました。長期借入

金の返済173百万円による支出と配当金の支払額302百万円等によるものであります。

以上の結果に現金及び現金同等物に係る換算差額４百万円を合わせ、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末

より1,433百万円減少し、2,234百万円となりました。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比増減率(％)

砂糖その他食品事業 19,841 22.5

　 (注) １　生産高は、主として関連会社新東日本製糖㈱への委託生産によるものであります。なお、当期より連結会社以外

の会社への委託による生産高を含めております。

２　金額は製造原価によっており、内部取引額を除いております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況

　生産は原則として見込み生産であり、少量の受託加工を除き受注生産は行っておりません。

(3) 販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比増減率(％)

砂糖その他食品事業 37,844 2.5

健康産業事業 1,521 △33.3

不動産その他事業 3,958 △1.8

合計 43,324 0.2

　 (注) １　主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

佐藤㈱ 4,436 10.3 4,640 10.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループの主力事業である砂糖その他食品事業は、景気の悪化に伴う食品全般の消費低迷等により、ここ数

年若干の回復傾向が見られた砂糖需要が再び減少するなど厳しい状況にあります。

また、ＷＴＯにおける農業交渉については、結論は先送りされたものの砂糖の取扱いがどうなるか予断を許さな

い状況にあります。ＥＰＡ・ＦＴＡについても、結果によっては精糖業界に影響を及ぼす可能性のあるオーストラ

リアとの間で本格的な交渉が進められております。

こうした状況下、当社グループは、いかなる環境の変化にも対応できるように、重要課題として「コスト競争力の

強化」および「販売競争力の強化」 に取り組み、経営基盤を強化してまいります。特に、生産面では、新東日本製糖

㈱におけるコストの削減および品質向上に取り組んでおります。また、販売面では、「総合甘味サプライヤー」とし

て、お客様のご要望にお応えし、ご満足いただける製品・サービスを提供できるよう、子会社の日新カップ㈱におけ

る販売機能の強化に取り組むとともに、新製品を迅速に市場導入できるように開発体制を整え、新製品開発力の強

化に取り組んでおります。また、当社グループ一丸となって、お客様に安全で信頼される製品をお届けすることを最

重要課題として取り組んでおります。今後、これら施策を完遂しその実効を上げることに注力してまいります。

健康産業事業では、昨年３月「ドゥ・スポーツプラザ新宿」を閉鎖する一方、本年度に入り新規に２店舗「ドゥ

・スポーツプラザ南砂町」、「ドゥ・スポーツプラザ上里」をオープンする等の事業の再構築に取り組んでおりま

す。

さらに、当社グループでは、会社法等に対応した内部統制体制の整備を進める等、コーポレート・ガバナンスの強

化に努めてまいります。 そのうち、本年度から適用となった金融商品取引法等にもとづく「財務報告に係る内部統

制の評価及び監査」については、本年度における必要な対応を完了しております。

　

　 

４【事業等のリスク】

当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のものがあり、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性があるものと考えております。なお、将来に関する事項の記載は、当連結会計年度末において

判断したものであります。

①　精糖業への依存と農業政策の影響に関するもの

当社グループは、売上高の８割以上を砂糖その他食品事業によっており、その主力製品は精製糖であります。

そのため業績は、精糖業を取り巻く環境の影響を受けやすい構造にあります。

精糖業界は、「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」等の規制の適用を受けており、政府の農業政策に

大きく影響されます。また、ＷＴＯにおける農業交渉や、ＥＰＡ・ＦＴＡ締結交渉の動向は、業界に影響を及ぼ

す可能性があります。

②　精製糖生産拠点の集中に関するもの

当社グループは、主力製品である精製糖の大部分を関連会社新東日本製糖㈱工場（千葉市美浜区）にて生産

しております。従いまして、同工場が大規模地震その他の事情により操業を中断した場合、製品の生産および販

売が困難となり、当社グループの業績および財務状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

③　原料および精製糖の価格変動に関するもの

精製糖の原料である輸入粗糖は、海外原糖相場と為替相場の影響を受けて仕入価格が変動します。製品の販

売価格は、これらの相場に従って変動する傾向にありますが、価格競争等の事情により、原料価格の上昇の一部

または全部を製品価格に転嫁できない状態が生じた場合、当社グループの業績および財務状態に悪影響を及ぼ

す可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 精製糖等の共同生産に関する合弁契約

当社は、平成12年10月、大日本明治製糖㈱および新東日本製糖㈱との間で新東日本製糖㈱における精製糖等の

共同生産に関する合弁契約を締結しております。

(2) 精製糖等の生産・販売に関する業務提携契約

当社は、平成15年４月、新光製糖㈱(大阪市城東区)との間で精製糖等の生産・販売に関する業務提携基本契約を

締結しております。  

６【研究開発活動】

当社は、総合甘味サプライヤーとしての基盤強化のため、技術開発部(砂糖その他食品事業)において、砂糖・甘

味料に関する新製品の開発研究ならびに既存製品の改良や生産効率の向上のための調査・研究を進めておりま

す。

なお、当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は52百万円であります。　

　

　 

７【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項の記載は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 当連結会計年度の財政状態の分析

前期末に比べ、総資産は797百万円減少しました。現金及び預金が1,116百万円増加しましたが、有価証券が、譲

渡性預金の減少等から1,761百万円減少しました。また、たな卸資産が669百万円増加し、投資有価証券が839百万

円減少しました。

総負債は、874百万円減少しました。支払手形及び買掛金が263百万円減少しましたが、流動負債その他は、１年

以内返済予定の長期借入金の増加などから405百万円増加しました。また、長期借入金は1,006百万円減少しまし

た。

純資産は、77百万円増加しました。主として当期純利益740百万円による増加と、配当金302百万円の支払および

その他有価証券評価差額金338百万円の減少によるものであります。この結果、当期末の自己資本比率は73.7%

（前期末比1.8ポイント増）となりました。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①　売上高

当期の売上高は、43,324百万円（前期比0.2%増）となりました。砂糖その他食品事業は、販売価格が上昇した

ことなどから増収となりました。また、健康産業事業は、前年３月の「ドゥ・スポーツプラザ新宿」閉鎖の影響

から減収、不動産その他事業につきましても減収となりました。

②　営業利益

当期の営業利益は、1,425百万円（前期比40.9%減）となりました。主力の砂糖その他食品事業において、適正

価格の販売に努めたものの、製造コストや物流コストの上昇の影響を受け、減益となりました。

③　営業外損益

当期の営業外損益は、108百万円の損失（純額）と前期比71百万円の損失増となりました。主として持分法に

よる投資損失の増加によるものであります。

以上の結果、経常利益は1,316百万円 （前期比44.6%減）となりました。
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④　特別損益

当期の特別損益は、㈱エヌアイフィットネスに対する 関係会社整理損失引当金繰入額345百万円等の計上に

より、388百万円の損失（純額）となりました。

以上により、税金等調整前当期純利益は927百万円（前期比41.5%減）となりましたが、上記関係会社に関す

る過年度株式評価損について、繰延税金資産を計上したこと等による税金費用の軽減効果が得られたことによ

り、当期純利益はほぼ前年並みの740百万円（同5.3%減）となり、１株当たり当期純利益は14.72円となりまし

た。

 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

今後の経済の見通しは、信用収縮と実体経済との連鎖的な悪化から脱するため、各国は金融安定策と景気対策

を打ち出していますが、数年来世界経済を牽引してきた米国のような、牽引役が不在ということが続き、内外の経

済は停滞を続け、安定化と回復にはまだ時間がかかるものと思われます。

海外原糖市況は、引き続く世界的信用不安を背景とした不安定な経済情勢のなか、徐々に需給を反映した相場

に移りつつあります。３年ぶりの需給大幅改善により、多少の乱高下はあるものの、全般的には堅調な地合が続く

ものと思われます。

当社グループの主力事業である砂糖その他食品事業は、一部製造コストの低下が見込まれるものの、景気の悪

化に伴う食品全般の消費低迷等により、ここ数年若干の回復傾向が見られた砂糖需要が再び減少する等厳しい状

況にあります。

こうした状況下、当社グループは、いかなる環境の変化にも対応できるように、重要課題として「コスト競争力

の強化」および「販売競争力の強化」に取り組み、経営基盤を強化してまいります。健康産業事業では、既存の豊

洲店・高崎店に、本年度に新たにオープンした２店舗を加え、会員の募集に努めてまいります。 不動産その他事

業では、新規商材の開発と取扱いの増加を図ってまいります。

 

(4) 中長期的な経営戦略について

当社は、子会社・関連会社を含めた事業の見直しを推し進め、経営資源の選択と集中を行うことにより、中長期

的に収益力強化と株主価値の増大を図ることを基本としております。

株主資本利益率（ＲＯＥ）、売上高、経常利益および当期純利益を重要な経営指標とし、これらの一層の向上を

目指し、グループ価値の増大を図ってまいります。

当社の主業であります砂糖その他食品事業につきましては、お客様にご満足いただける品質の優れた製品を適

正な価格で安定提供できることを目指しております。このため、販売子会社である日新カップ㈱と一体となって、

ユーザーや消費者のニーズにお応えできる「総合甘味サプライヤー」として基盤強化を進めてまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、総額491百万円の設備投資(無形固定資産の取得を含む。)を実施いたしました。

事業の種類別セグメントの設備投資は次のとおりであります。

砂糖その他食品事業においては、きび包装設備の新設等に153百万円の投資を実施いたしました。

健康産業事業においては、「ドゥ・スポーツプラザ南砂町」および「ドゥ・スポーツプラザ上里」の新設等に

195百万円の投資を実施いたしました。

不動産その他事業においては、冷凍機の改修等に126百万円の投資を実施いたしました。

全社(共通)においては、ソフトウエアの更新等に15百万円の投資を実施いたしました。

２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

 平成21年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額(百万円) 従業

員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

千葉工場

(千葉市美浜区)　　(注)２

砂糖その他

食品事業

物流センター

ガムシロップ工場

砂糖包装加工工場

研究開発棟

1,248 192
3,217

(31)
─ 38 4,697

19

(─)

ドゥ・スポーツプラザ豊洲

(東京都江東区)　　(注)３
健康産業事業 スポーツ施設 433 45

─

(─)
1 13 493

17

(11)

　 

(2) 国内子会社

 平成21年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

ニューポート産業㈱
千葉事業所

(千葉市美浜区)

不動産その他

事業
営業倉庫 1,124 254

923

(32)
14 2,316

38

(4)

日新余暇開発㈱

(注)４

ドゥ・スポーツ

プラザ高崎

(群馬県高崎市)

健康産業事業
スポーツ

施設
316 4

─

(─)
3 324

8

(11)

　

　（注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品ならびに無形固定資産であります。

なお、金額には建設仮勘定および消費税等は含まれておりません。

２　一部を除き連結子会社への賃貸設備であります。

３　建物を賃借しております。当期賃借料は208百万円であります。

４　建物を賃借しております。当期賃借料は72百万円であります。

５　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

　経常的な設備の更新および更新のための除却等を除き、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 50,387,94850,387,948
東京証券取引所

(市場第二部)

単元株式数は1,000株であり

ます。

計 50,387,94850,387,948 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　 

(百万円)

資本金残高
　 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年３月30日

(注)１
△1,000,00059,046,237 ― 7,004 ― 9,343

平成17年８月１日

(注)２
― 59,046,237 ― 7,004 △7,592 1,751

平成17年８月８日

(注)１
△8,658,28950,387,948 ― 7,004 ― 1,751

　（注) １　旧商法第212条の規定に基づく、自己株式の消却による減少であります。

２　旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。
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（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
  　― 18 15 160 56 1 3,3213,571 ―

所有株式数

(単元)
 ― 10,4401,11918,4616,586 2 13,55050,158229,948

所有株式数

の割合(％)
 ― 20.81 2.23 36.8213.13 0.00 27.01100.00 ―

　（注）自己株式121,830株は、「個人その他」に121単元および「単元未満株式の状況」に830株含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 9,782 19.41

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 2,503 4.97

 DOREMI TRADING 

 SUBSIDIARY COMPANY LTD 

 

 P.O.BOX 957 OFFSHORE INCORPORATIONS

 CENTRE, ROAD TOWN, TORTOLA. BRITISH VIRGIN 

 ISLANDS 
2,281 4.53

（常任代理人 立花証券株式会社） （東京都中央区日本橋茅場町１－13－14）

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 2,008 3.99

住友信託銀行株式会社  大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 2,000 3.97

日新製糖共栄会 東京都中央区日本橋小網町14－１ 日新製糖内 1,458 2.90

ブルドックソース株式会社 東京都中央区日本橋兜町11－５ 1,332 2.64

 CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE 

 PORTFOLIO

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA,

CA 90401 USA 1,235 2.45

（常任代理人 シティバンク銀行株式会社）（東京都品川区東品川２－３－14） 

そしあす証券株式会社 東京都中央区日本橋室町３－２－15 1,021 2.03

株式会社東永 東京都中央区日本橋蛎殻町１－20－８ 1,002 1.99

計 ― 24,624 48.87
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 121,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 50,037,000 50,037 ―

単元未満株式 普通株式 229,948 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 50,387,948― ―

総株主の議決権 ―   50,037 ―

　（注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式830株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日新製糖株式会社
東京都中央区日本橋小網町

14－１
121,000 ― 121,000 0.24

計 ― 121,000 ― 121,000 0.24

　 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 86,225 20,565,761

当期間における取得自己株式 2,175 414,472

　（注）　当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数 (株) 処分価額の総額 (円) 株式数 (株) 処分価額の総額 (円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己

株式
― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係

る移転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他（　―　） ― ― ― ―

保有自己株式数  121,830 ― 124,005 ―

　（注）　当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

当社は、当期の利益、経営環境への対応および企業体質強化のための内部留保との調和を図りつつ配当を行うこ

とを基本方針としております。これにより、当社では、安定配当を確保できる経営基盤づくりを行ってまいります。

当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本的な方針としており、期末配当の決定機関は、株主総会でありま

す。なお、取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

当期の配当金につきましては、継続的な安定配当の基本方針に従い、前期と同様に１株につき６円としておりま

す。

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成21年６月25日

定時株主総会決議
301 6

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 313 509 425 322 256

最低(円) 182 228 265 182 189

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 256 229 230 215 205 200

最低(円) 216 200 210 195 193 189

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

会長
 竹　場　紀　生 昭和13年10月５日生

昭和37年３月当社入社

(注)４ 54

59年11月当社加工食品部長

62年６月当社取締役

平成５年６月 当社常務取締役

11年６月当社取締役社長

19年６月当社取締役会長(現任)

代表取締役

社長
 石　本　恒　久 昭和20年９月２日生

昭和44年４月当社入社

(注)４ 50

平成２年８月 当社ダビジェル食品部長

７年６月 当社取締役

15年６月当社常務取締役

17年６月当社財務部長

19年６月当社取締役社長(現任)

専務取締役  住　井　昌　三 昭和23年８月30日生

平成12年５月当社入社、総合企画部長

(注)４ 29
〃 ６月 当社取締役

17年６月当社常務取締役

19年６月当社専務取締役(現任)

常務取締役 原糖部長 三　浦　紀　之 昭和21年８月22日生

昭和52年４月当社入社

(注)４ 43
平成９年６月 当社原糖部長(現任)

13年６月当社取締役

19年６月当社常務取締役(現任)

常務取締役 総務部長 青　砥　由　直 昭和25年９月15日生

昭和50年４月当社入社

(注)４ 19
平成12年11月当社総務部長(現任)

15年６月

21年６月

当社取締役

当社常務取締役(現任) 

取締役  川　口　多津雄 昭和28年12月15日生

昭和51年４月当社入社

(注)４ 10
平成14年７月当社財務部長

15年６月当社取締役(現任)

19年６月当社財務部長

取締役
余暇開発

本部長
 佃　　　有　展 昭和24年７月25日生

昭和48年５月当社入社

(注)４ 3

平成２年４月 当社余暇開発本部ドゥ・スポーツプ

ラザ晴海支配人

14年３月当社余暇開発本部長(現任)

〃 ６月 日新余暇開発株式会社取締役社長

(現任)

19年６月当社取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役  田　畑　衆　治 昭和23年６月20日生

昭和47年４月

平成19年６月

 

当社入社

日新カップ株式会社取締役社長

(現任)

当社取締役(現任) 

(注)４ 13

取締役 砂糖統括部長 西　垣　　　淳　 昭和27年４月３日生

昭和51年４月

平成19年６月

　　21年６月

当社入社 

当社砂糖統括部長(現任)

当社取締役(現任) 

(注)４ 5

常勤監査役  藤　井　邦　弘 昭和20年４月７日生

昭和63年４月当社入社

(注)５ 15平成３年７月 当社経理部会計担当課長

14年６月当社常勤監査役(現任)

常勤監査役  側　瀬　正　幸 昭和22年12月23日生

昭和43年11月当社入社

(注)２ 11平成12年４月当社監査役室長

19年６月当社常勤監査役(現任)

監査役  清　水　紀　彦 昭和15年４月１日生

昭和45年12月ボストンコンサルティンググルー

プ，インク(米国)取締役副社長

(注)２ 49
平成６年６月 当社監査役(現任)

12年10月一橋大学教授(大学院国際企業戦略

研究科)

15年４月同大学客員教授(現任)

監査役  金　田　英　成 昭和19年11月９日生

昭和45年９月公認会計士登録

(注)３ 3
平成19年７月公認会計士金田英成事務所代表

(現任)

20年６月当社監査役(現任)

計  304

　（注）１　監査役清水紀彦および金田英成は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

３　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４　平成21年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５　平成21年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレート・ガバナンスの一層の強化が求められるなか、当社は、社会から信頼される透明で健全な経営

を維持することを基本として、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築、維持することを重点施策

としております。

② コーポレート・ガバナンス体制の状況

イ　会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織

［取締役・取締役会］

　当社の取締役会は、平成21年３月31日現在９名（平成21年６月25日現在９名）で構成し、会社法等で定

められた事項および経営に関する重要事項について審議するため、年４回定時に開催するほか、必要に

応じて適宜開催しております。

［監査役・監査役会］

　当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は、平成21年３月31日現在常勤監査役２名、社外監査役２

名の合計４名（平成21年６月25日現在合計４名）で構成しております。監査役は、取締役会および経営

会議に出席するほか、業務や財産状況の調査をはじめ、取締役の職務執行を監査しております。

　当社は、監査役による監査が円滑に行われるよう監査役室を設け、専従スタッフ１名を置き、社外監査

役に対して逐次情報伝達を行うほか取締役会の開催に際し、事前説明を実施するなど行っております。

［経営会議］

　当社は、経営戦略決定および経営監督機能を中心とする取締役会とは別に、業務執行の迅速化と効率化

を図ることを目的として、経営会議を原則週１回開催し、重要な業務執行への対応を行っております。

ロ　内部統制システムの整備状況

　当社は、コンプライアンスの確保、財務報告の信頼性の確保、業務の効率化等、業務の適正を確保するた

め、以下のとおり、内部統制システムを整備しております。

［コンプライアンス体制］

　コンプライアンスの重要性が高まるなか、コンプライアンスを経営の重要課題と位置付け、当社グルー

プ全体がより高い倫理観に基づく事業活動を行うようにするため、「行動規範・行動指針」ならびに

「法令遵守規程」を定め、社長を委員長とする法令遵守委員会を中心にコンプライアンス意識の向上を

図っております。

　また、「内部通報取扱規程」を定め、同規程に基づき、法令違反その他コンプライアンスに反する行為

に対する内部通報体制を整備しております。

［リスク管理体制］

　企業経営を取り巻く様々なリスクに対応するため、「リスク管理規程」を定め、全社横断的なリスク管

理のためのリスク管理委員会を設置し、個々のリスクについての管理担当部を定め、同規程に則ったリ

スク管理体制を整備しております。

　また、不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする危機緊急対策本部を設置し、迅速な対応を

行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止めるとともに再発防止策を講じることとしております。
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［内部監査体制］

　内部統制の有効性と妥当性を確保するため、「内部監査規程」を定め、同規程に基づき内部監査委員会

を設置し、内部監査を実施しております。

［情報管理体制］

　取締役の職務執行に係る文書その他の情報については、「文書取扱規程」を定め、同規程に基づき適切

かつ確実に保存・管理し、取締役および監査役が必要に応じて閲覧できる体制を整備しております。

特に、当社は、「個人情報の保護に関する法律」における個人情報取扱事業者に該当することから、個

人情報の重要性を認識し、個人情報保護法をはじめとする個人情報保護に関する法律等を遵守するとと

もに、「個人情報保護方針」を制定し、これに基づいて個人情報の適切な管理・保護に努めております。

また、その実行のために、「個人情報保護規程」を定め、全従業員に対し、個人情報保護の重要性とその

取扱方法を周知徹底させ、個人情報の適正で適切な安全管理措置を徹底しております。

［子会社における業務の適正を確保する体制］

子会社における内部統制システムは、原則として当社の内部統制システムに準拠させ、加えて、当社役

員および従業員を子会社役員として派遣し、内部統制システムをチェックすることにより、業務の適正

を確保しております。

ハ　業務執行、監視、内部統制の仕組みの模式図

ニ　監査役と内部監査部門および会計監査人の連携状況

監査役と会計監査人は、監査計画(年次)および会計監査結果報告(四半期・期末決算毎)などの会議を

定例的に開催するほか、必要に応じて情報交換を行っております。

また、内部監査委員会には監査役専従スタッフが出席し、監査役会が常時内部監査の状況を把握して

いるほか、内部監査委員会から監査役に対し、必要に応じ内部監査結果報告を行っております。
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ホ　会計監査の状況

当社は新日本有限責任監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および所属する監査法人名等は以下のとおりであり

ます。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員　業務執行社員 今井　靖容 新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員 田村　保広 新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員 田中　宏和 新日本有限責任監査法人

（注) １　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

２　同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて

関与することのないよう措置をとっております。

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補等・その他15名であります。

ヘ　弁護士その他第三者の状況

当社は、経営および日常の業務に関して、必要に応じて阿部・井窪・片山法律事務所ほかの外部の法律

事務所による専門的見地からのアドバイスを受けております。

③ 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

社外監査役２名は、いずれも外部の有識経験者で、当社との間には、取引等の利害関係はありません。

④ コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

平成20年４月１日から平成21年３月31日の一年間において、取締役会を８回、経営会議を41回開催し、適時

重要な業務執行に対応いたしました。

コンプライアンス意識の向上を図るため、新入社員に対するコンプライアンス研修を実施したほか、法令遵

守委員会を中心に社内啓蒙活動を実施いたしました。また、平成20年４月１日から適用された金融商品取引法

に基づく「財務報告に係る内部統制の評価および監査」に対応するため、内部監査委員会を中心に、業務の見

直しを含む財務報告に係る内部統制の整備および評価作業を実施いたしました。

⑤ 役員報酬の内容

取締役に支払った報酬 234百万円

監査役に支払った報酬 36百万円

計 271百万円

(注) 上記の金額は、取締役賞与23百万円、役員退職慰労金40百万円を含んでおります。

⑥ 取締役の定数および取締役の選任決議要件に関する定款の定め

当社は、取締役の定数を12名以内とする旨、ならびに、取締役の選任決議について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、および累積

投票によらない旨を、定款で定めております。
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⑦ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした定款の定め

イ　自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項

に基づき、取締役会の決議をもって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定

めております。

ロ　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項に基づき、毎年９月30日を基準日

として、取締役会決議によって中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

⑧ 株主総会の特別決議要件の変更に関する定款の定め

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以

上をもって決議を行う旨を定款で定めております。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 ― ― 55 ―

連結子会社 ― ― 3 ―

計 ― ― 59 ―

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３

月31日まで)の連結財務諸表および前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財務諸表について

は、新日本監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務

諸表および当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の財務諸表については、新日本有限責任監査

法人により監査を受けております。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査法人と

なっております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,768 2,884

受取手形及び売掛金 4,738 4,532

有価証券 2,411 650

たな卸資産 4,209 －

商品及び製品 － 3,243

仕掛品 － 164

原材料及び貯蔵品 － 1,470

繰延税金資産 216 392

その他 384 407

流動資産合計 13,730 13,747

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 8,795

※2
 8,827

減価償却累計額 △5,180 △5,484

建物及び構築物（純額） ※2
 3,614

※2
 3,342

機械装置及び運搬具 ※2
 1,951

※2
 2,111

減価償却累計額 △1,388 △1,472

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 562

※2
 639

土地 ※2, ※3
 6,079

※2, ※3
 6,079

リース資産 － 142

減価償却累計額 － △10

リース資産（純額） － 131

その他 643 654

減価償却累計額 △535 △525

その他（純額） 108 129

有形固定資産合計 10,363 10,322

無形固定資産

リース資産 － 6

その他 79 82

無形固定資産合計 79 89

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※4
 11,033

※1, ※4
 10,193

繰延税金資産 751 819

その他 1,282 1,221

貸倒引当金 △142 △93

投資その他の資産合計 12,924 12,141

固定資産合計 23,367 22,552

資産合計 37,097 36,299
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,724 2,460

短期借入金 1,100 1,100

リース債務 － 30

未払法人税等 111 67

未払消費税等 136 113

賞与引当金 300 288

役員賞与引当金 27 27

関係会社整理損失引当金 － 65

その他 ※2
 2,337

※2
 2,743

流動負債合計 6,738 6,897

固定負債

長期借入金 ※2
 1,181

※2
 175

リース債務 － 107

繰延税金負債 89 66

退職給付引当金 133 143

役員退職慰労引当金 314 360

再評価に係る繰延税金負債 1,433 1,433

その他 532 365

固定負債合計 3,685 2,651

負債合計 10,423 9,548

純資産の部

株主資本

資本金 7,004 7,004

資本剰余金 7,718 7,718

利益剰余金 9,954 10,393

自己株式 △11 △32

株主資本合計 24,666 25,084

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 360 21

繰延ヘッジ損益 2 1

土地再評価差額金 ※3
 1,643

※3
 1,643

評価・換算差額等合計 2,006 1,666

純資産合計 26,673 26,751

負債純資産合計 37,097 36,299
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 43,242 43,324

売上原価 34,553 ※1
 35,610

売上総利益 8,688 7,714

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 6,276

※2, ※3
 6,289

営業利益 2,412 1,425

営業外収益

受取利息 23 23

受取配当金 65 63

債務勘定整理益 － 21

その他 24 63

営業外収益合計 113 171

営業外費用

支払利息 49 36

持分法による投資損失 48 179

その他 52 63

営業外費用合計 150 280

経常利益 2,375 1,316

特別利益

投資有価証券売却益 10 －

貸倒引当金戻入額 － 9

特別利益合計 10 9

特別損失

固定資産除却損 ※4
 34

※4
 15

投資有価証券評価損 25 26

ゴルフ会員権評価損 60 4

関係会社整理損失引当金繰入額 － 345

特別退職金 77 －

ドゥ・スポーツプラザ新宿閉鎖損失 603 －

その他 － 7

特別損失合計 801 398

税金等調整前当期純利益 1,584 927

法人税、住民税及び事業税 167 279

法人税等調整額 635 △92

法人税等合計 802 187

当期純利益 781 740
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,004 7,004

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,004 7,004

資本剰余金

前期末残高 7,718 7,718

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,718 7,718

利益剰余金

前期末残高 9,475 9,954

当期変動額

剰余金の配当 △302 △302

当期純利益 781 740

当期変動額合計 479 438

当期末残高 9,954 10,393

自己株式

前期末残高 △9 △11

当期変動額

自己株式の取得 △2 △20

当期変動額合計 △2 △20

当期末残高 △11 △32

株主資本合計

前期末残高 24,189 24,666

当期変動額

剰余金の配当 △302 △302

当期純利益 781 740

自己株式の取得 △2 △20

当期変動額合計 477 417

当期末残高 24,666 25,084
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 783 360

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△423 △338

当期変動額合計 △423 △338

当期末残高 360 21

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 △1

当期変動額合計 2 △1

当期末残高 2 1

土地再評価差額金

前期末残高 1,643 1,643

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ －

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,643 1,643

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,427 2,006

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△420 △340

当期変動額合計 △420 △340

当期末残高 2,006 1,666

純資産合計

前期末残高 26,616 26,673

当期変動額

剰余金の配当 △302 △302

当期純利益 781 740

自己株式の取得 △2 △20

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △420 △340

当期変動額合計 57 77

当期末残高 26,673 26,751
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,584 927

減価償却費 486 511

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △49

賞与引当金の増減額（△は減少） △42 △11

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △185 9

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1 45

受取利息及び受取配当金 △88 △86

債務勘定整理益 － △21

持分法による投資損益（△は益） 48 179

支払利息 49 36

投資有価証券売却損益（△は益） △10 －

固定資産除却損 34 15

投資有価証券評価損益（△は益） 25 26

ゴルフ会員権評価損 60 －

特別退職金 77 －

ドゥ・スポーツプラザ新宿閉鎖損失 603 －

関係会社整理損失引当金繰入額 － 345

売上債権の増減額（△は増加） 689 205

たな卸資産の増減額（△は増加） △328 △670

仕入債務の増減額（△は減少） △214 △263

その他の流動資産の増減額（△は増加） 138 30

その他の流動負債の増減額（△は減少） 472 288

その他の固定負債の増減額（△は減少） △856 △119

その他 △11 △39

小計 2,532 1,360

利息及び配当金の受取額 117 121

利息の支払額 △50 △32

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △267 △352

特別退職金の支払額 － △77

ドゥ・スポーツプラザ新宿閉鎖に伴う支出 △355 △781

固定資産撤去費用支払額 △23 △4

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,952 232
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △500 －

定期預金の預入による支出 － △3,300

定期預金の払戻による収入 － 2,000

譲渡性預金の預入による支出 － △460

譲渡性預金の払戻による収入 － 960

有形固定資産の取得による支出 △716 △223

無形固定資産の取得による支出 △3 △9

投資有価証券の取得による支出 △132 △22

投資有価証券の売却による収入 48 －

貸付けによる支出 △35 △20

差入保証金の差入による支出 △85 △86

差入保証金の回収による収入 200 199

関係会社の整理による支出 － △280

会社清算に伴う残余財産分配による収入 － 102

その他 △1 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,225 △1,137

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 900 －

長期借入金の返済による支出 △2,039 △173

長期未払金の返済による支出 △26 △26

自己株式の取得による支出 △2 △20

配当金の支払額 △302 △302

その他 － △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,470 △532

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △743 △1,433

現金及び現金同等物の期首残高 4,412 3,668

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 3,668

※1
 2,234
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　　　　　　　　６社

主要な連結子会社名

「第１ 企業の概況　４ 関係会社の状況」に記載し

ているため省略しております。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　　　　　　　　５社

連結子会社名

日新カップ㈱、ニューポート産業㈱、新豊食品㈱、日

新余暇開発㈱、日新サービス㈱

当連結会計年度において連結の範囲に含めていた㈱

テンノットツアーズは、平成21年２月27日に清算結

了により消滅したため、連結の範囲から除外してお

ります。なお、清算結了時までの同社の損益計算書お

よびキャッシュ・フロー計算書については、連結し

ております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

㈱小板橋

(2) 主要な非連結子会社の名称

前連結会計年度に同じであります。

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)および

利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

（連結の範囲から除いた理由）

前連結会計年度に同じであります。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数　　　　　１社

会社等の名称

日新スイートナー㈱

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数　　　　　１社

会社等の名称

前連結会計年度に同じであります。

(2) 持分法を適用した関連会社数　　　　　　　３社

主要な会社等の名称

新東日本製糖㈱

日本ポート産業㈱

(2) 持分法を適用した関連会社数　　　　　　　３社

主要な会社等の名称

前連結会計年度に同じであります。

(3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の

うち主要な会社等の名称

㈱小板橋

(3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の

うち主要な会社等の名称

前連結会計年度に同じであります。

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額)

および利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。

（持分法を適用しない理由）

前連結会計年度に同じであります。

(4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があ

ると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社につい

ては、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用し

ております。

(4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があ

ると認められる事項

イ　持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社につい

ては、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用

しております。

なお、日新スイートナー㈱は、当連結会計年度より

決算日を12月末日から３月25日に変更し、当連結

会計年度の月数が14ヶ月25日となっております。

ロ　債務超過会社に対する持分額は、当該会社に対する

貸付金を考慮して、貸付金の一部を消去しており

ます。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

前連結会計年度に同じであります。

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

イ　有価証券

ａ　満期保有目的の債券

償却原価法

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

イ　有価証券

ａ　満期保有目的の債券

前連結会計年度に同じであります。

ｂ　その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法により算定）

ｂ　その他有価証券

時価のあるもの

前連結会計年度に同じであります。

時価のないもの

主として移動平均法による原価法

時価のないもの

前連結会計年度に同じであります。

ロ　デリバティブ取引

時価法

ロ　デリバティブ取引

前連結会計年度に同じであります。

ハ　たな卸資産

主として総平均法による原価法

ハ　たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

当社および連結子会社６社のうち３社は定率法に

よっております。ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備は除く）について

は、定額法によっております。その他の連結子会社

３社は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　　３～60年

機械装置及び運搬具　　　　　　　２～17年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

当社および連結子会社５社のうち２社は定率法に

よっております。ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備は除く）について

は、定額法によっております。その他の連結子会社

３社は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　　３～60年

機械装置及び運搬具　　　　　　　２～17年

ロ　無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

―――――――

ロ　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

ハ　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が企業会計基準第13号

「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開

始前のリース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

前連結会計年度に同じであります。

ロ　賞与引当金

従業員等に対する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

ロ　賞与引当金

前連結会計年度に同じであります。

ハ　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に

おける支給見込額の当連結会計年度負担額を計上

しております。

ハ　役員賞与引当金

前連結会計年度に同じであります。

――――――― ニ　関係会社整理損失引当金

関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当社が

負担することとなる損失見込額を計上しておりま

す。

ニ　退職給付引当金

従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。なお、会計基準変更

時差異（467百万円(退職給付制度一部終了分控除

後））については、10年による按分額を費用処理

しております。数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により、翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

なお、連結会計年度末における年金資産が、退職給

付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超

過する場合には、前払年金費用として投資その他

の資産の「その他」に計上しております。

ホ　退職給付引当金

前連結会計年度に同じであります。

ホ　役員退職慰労引当金

当社および連結子会社３社では、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、規定に基づく期末要支給

額を計上しております。

ヘ　役員退職慰労引当金

前連結会計年度に同じであります。

(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算

の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算

の基準

前連結会計年度に同じであります。

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

―――――――
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(6) 重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理によっております。ただ

し、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債

務等については、振当処理を行っております。ま

た、特例処理の要件を満たす金利スワップについ

ては、特例処理を採用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

前連結会計年度に同じであります。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  ヘッジ対象

商品先物取引  粗糖仕入

為替予約取引  外貨建金銭債権債務

金利スワップ取引  借入金

前連結会計年度に同じであります。

ハ　ヘッジ方針

主として当社の業務分掌規程に基づき、粗糖相場

の変動および為替相場の変動並びに市場金利の変

動によるリスクをヘッジしております。なお、粗糖

相場の変動リスクに対するヘッジ取引について

は、当社取締役会規程の内規において、取引権限の

限度等を定めております。

ハ　ヘッジ方針

前連結会計年度に同じであります。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、比率分析を行うことにより

判定しております。また、実需予測に対するヘッジ

については、予測と実績に大きな乖離がないこと

を事後的に確認しております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

前連結会計年度に同じであります。

(7) 消費税等の会計処理方法

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

(6) 消費税等の会計処理方法

前連結会計年度に同じであります。

５　連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

５　連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

前連結会計年度に同じであります。

６　のれんおよび負ののれんの償却に関する事項

「のれん」および「負ののれん」（「のれん相当額」

を含む）の償却については、その投資効果の発現する

期間を個別に見積もり、20年以内の合理的な年数で定

額法により償却しております。

６　のれんおよび負ののれんの償却に関する事項

前連結会計年度に同じであります。 

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払い預金および取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

前連結会計年度に同じであります。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（有形固定資産の減価償却の方法の変更）

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経

常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ２百万

円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

 

―――――――

 

（棚卸資産の評価基準および評価方法の変更）

通常の販売目的で保有する棚卸資産につきましては、従

来、主として総平均法による原価法によっておりました

が、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)が適用

されたことに伴い、主として総平均法による原価法(貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法)により算定しております。

これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益および

税金等調整前当期純利益は、それぞれ78百万円減少して

おります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

 

―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

（リース取引に関する会計基準の適用）

所有権移転外ファイナンス・リース取引につきまして

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当連結会計年度から「リース取引に関

する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日

(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))お

よび「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会

計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。また、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産の減価償却の方法につきまして

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引につきましては、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用して

おります。

この変更による損益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（連結貸借対照表）

従来、内国法人の発行する譲渡性預金の預金証書等(当連

結会計年度末2,400百万円、前連結会計年度末残高はあり

ません。)につきましては、「現金及び預金」に含めてお

りましたが、「金融商品会計に関する実務指針」(会計制

度委員会報告第14号、平成12年１月31日公表、最終改正 

平成19年7月4日)の改正に伴い、当連結会計年度より、

「有価証券」に含めることといたしました。これに伴い、

前連結会計年度までは流動資産の「その他」に含めて表

示しておりました「有価証券」(前連結会計年度末17百

万円)は、資産の総額の100分の１を超えたため、区分掲記

することといたしました。

 

―――――――

 

 

―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（連結貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」(平成20年8月7日　内閣府令

第50号)が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結

会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び

貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度

の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ2,879百万円、51

百万円、1,278百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度まで総額表示しておりました「短期借入

金の借入による収入」および「短期借入金の返済による

支出」は、当連結会計年度から「短期借入金の純増減額

(△は減少)」として純額表示することに変更いたしまし

た。

 

―――――――

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産のうち償却可能限度額までの償却が終了し

ているものについては、残存簿価を５年間で均等償却し

ております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経

常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ28百万

円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

―――――――

―――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

当社および連結子会社は、当連結会計年度より、法人税法

の改正を契機として、機械装置の耐用年数の見直しを

行っております。この変更による損益に与える影響は軽

微であります。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）
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前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　非連結子会社および関連会社項目

非連結子会社および関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

※１　非連結子会社および関連会社項目

非連結子会社および関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式)   8,629百万円 投資有価証券(株式) 8,403百万円

(うち、共同支配企業に対する投資の金額 (うち、共同支配企業に対する投資の金額

7,882百万円) 7,684百万円)

※２　担保資産および担保付債務 ※２　担保資産および担保付債務

(1) 担保に供している資産の額(帳簿価額) (1) 担保に供している資産の額(帳簿価額)

建物及び構築物 230百万円

土地 698

計 928

建物及び構築物 218百万円

土地 698

計 916

上記に対応する債務 上記に対応する債務

流動負債その他 100百万円

長期借入金 275

計 375

流動負債その他 100百万円

長期借入金 175

計 275

(2) 担保に供している資産の額(帳簿価額) (2) 担保に供している資産の額(帳簿価)

工場財団 工場財団

建物及び構築物 594百万円

機械装置及び運搬具 45

土地 196

計 835

建物及び構築物 486百万円

機械装置及び運搬具 34

土地 196

計 716

上記に対応する債務 上記に対応する債務

流動負債その他 40百万円

長期借入金 40

計 80

流動負債その他 40百万円

計 40

※３　土地再評価

当社では、土地の再評価に関する法律に基づき、事業

用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資

産の部に計上しております。

※３　土地再評価

当社では、土地の再評価に関する法律に基づき、事業

用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資

産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に

定める方法により算出

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に

定める方法により算出

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額

 △2,778百万円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額

 △2,675百万円

※４　差入有価証券

投資有価証券のうち営業保証金に11百万円、商品市

場取引委託証拠金に86百万円を差入れております。

※４　差入有価証券

投資有価証券のうち営業保証金に11百万円、商品市

場取引委託証拠金に71百万円を差入れております。

　５　偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対

して、次のとおり債務保証を行っております。

　５　偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対

して、次のとおり債務保証を行っております。

新東日本製糖㈱ (注) 2,046百万円

㈱エヌアイフィットネス 70

従業員住宅融資等 3

計 2,120

(注)総額4,093百万円のうち、当社保証額でありま

す。

新東日本製糖㈱ (注) 1,821百万円

従業員住宅融資等 5

計 1,827

(注)総額3,643百万円のうち、当社保証額でありま

す。

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

　６　コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱三井

住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行とコミッ

トメントライン契約を締結しております。

　６　コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱三井

住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行とコミッ

トメントライン契約を締結しております。
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前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

コミットメントの総額 2,000百万円

借 入 実 行 残 高 ―

差　引　額 2,000

コミットメントの総額 2,000百万円

借 入 実 行 残 高 ―

差　引　額 2,000

 

（連結損益計算書関係）
 

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　１　　　　　　　――――――― ※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

      金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

      含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    78百万円

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額 ※２　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

製品保管料および製品運賃 1,717百万円

従業員給料 1,111

賞与引当金繰入額 223

退職給付費用 167

役員退職慰労引当金繰入額 47

役員賞与引当金繰入額 27

製品保管料および製品運賃 1,698百万円

従業員給料 1,109

賞与引当金繰入額 219

退職給付費用 181

役員退職慰労引当金繰入額 49

役員賞与引当金繰入額 27

※３　一般管理費に含まれる研究開発費　　　50百万円 ※３　一般管理費に含まれる研究開発費　　　52百万円

※４　固定資産除却損の内訳 ※４　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 25百万円

機械装置及び運搬具 8

その他 1

計 34

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び運搬具 5

その他 2

計 15

なお、固定資産除却損は撤去費用を含んでおります。 なお、固定資産除却損は撤去費用を含んでおります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 50,387,948 ― ― 50,387,948

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 26,745 8,860 ― 35,605

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 　　 8,860株

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 302 6 平成19年３月31日平成19年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 302 6 平成20年３月31日平成20年６月30日

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 50,387,948 － － 50,387,948

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 35,605 86,225 － 121,830

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 　　 86,225株

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 302 6 平成20年３月31日平成20年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 301 6 平成21年３月31日平成21年６月26日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,768百万円

有価証券勘定に含まれる取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する譲渡

性預金

1,900

現金及び現金同等物 3,668

現金及び預金勘定 2,884百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,300

有価証券勘定に含まれる取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する譲渡

性預金

650

現金及び現金同等物 2,234
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

    重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
機械装置
及び
運搬具

有形固定
資産
(その他)

無形固
定資産

合計

取得価額
相当額
(百万円)

1,081 219 6 1,307

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

819 116 2 938

減損損失累計額
相当額
(百万円)

161 － － 161

期末残高
相当額
(百万円)

99 102 4 206

 

 

 

 

 

 

 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

 

②　未経過リース料期末残高相当額およびリース資産減

損勘定期末残高

 

未経過リース料期末残高相当額  

１年内 184百万円

１年超 183

合計 368

 

リース資産減損勘定期末残高 161百万円  

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

 

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額

 

支払リース料 218百万円

リース資産減損勘定の取崩額 108

減価償却費相当額 109

 

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

２　オペレーティング・リース取引 ２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 2

合計 5

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年内 454百万円

１年超 5,048

合計 5,503
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（有価証券関係）

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの
                        

(1) 株式 1,020 1,641 620 512 828 316

(2) 債券                         

国債・地方債 10 11 0 ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 1,031 1,652 620 512 828 316

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの
                        

(1) 株式 107 83 △23 600 383 △217

(2) 債券                         

国債・地方債 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 107 83 △23 600 383 △217

合計 1,138 1,735 597 1,112 1,211 99

２　当該会計年度中に売却したその他有価証券
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区分
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

売却額(百万円) 48 0

売却益の合計額(百万円) 10 0

売却損の合計額(百万円) ― ―

３　時価評価されていない主な有価証券

種類

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

(1) 満期保有目的の債券         

千葉県公債 2 2

利付国債 ― 11

(2) その他有価証券      

非上場株式 677 565

譲渡性預金 2,400 650

合計 3,080 1,228

４　その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

前連結会計年度(平成20年３月31日)

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券                 

国債・地方債 11 2 ― ―

当連結会計年度(平成21年３月31日)

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

債券                 

国債・地方債 0 12 ― ―

 

　（注）  前連結会計年度において、その他有価証券について25百万円(時価のある株式４百万円、時価のない株式20百万

円)減損処理を行っております。また、当連結会計年度において、その他有価証券について26百万円(時価のある

株式26百万円、時価のない株式０百万円)減損処理を行っております。なお、その他有価証券で時価のある株式

の減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理の対

象とし、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

①　取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、商品市場での粗糖の

先物取引および粗糖の輸入に伴う先物為替予約取引、並

びに金利スワップ取引であります。

①　取引の内容

　前連結会計年度に同じであります。

②　取引に対する取組方針

　主として、リスクヘッジを目的としたデリバティブ取引

を行うこととしておりますが、粗糖のデリバティブ取引

は粗糖相場が著しく上昇または下落する傾向にある場合

には、反対売買を行って決済することもあり得ます。

②　取引に対する取組方針

　前連結会計年度に同じであります。

③　取引の利用目的

　仕入部門で粗糖の将来の価格変動のリスクに備えるた

め、粗糖の先物取引を行っております。また、粗糖輸入取

引の為替相場の変動によるリスクを軽減するために通貨

の先物為替予約取引を行っております。

　さらに、財務部門で変動金利支払の借入金について、将

来の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引

を行っております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行って

おります。

③　取引の利用目的

　前連結会計年度に同じであります。

イ　ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、

為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。また、特例処理の

要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採

用しております。

イ　ヘッジ会計の方法

　前連結会計年度に同じであります。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  ヘッジ対象

商品先物取引  粗糖仕入

為替予約取引  外貨建金銭債権債務

金利スワップ取引  借入金

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　前連結会計年度に同じであります。

ハ　ヘッジ方針

　主として当社の業務分掌規程に基づき、粗糖相場の変

動および為替相場の変動並びに市場金利の変動による

リスクをヘッジしております。

ハ　ヘッジ方針

　前連結会計年度に同じであります。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変

動の累計を比較し、比率分析を行うことにより判定し

ております。また、実需予測に対するヘッジについて

は、予測と実績に大きな乖離がないことを事後的に確

認しております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　前連結会計年度に同じであります。

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

④　取引に係るリスクの内容

　商品関連における先物取引は市場の価格変動のリスク

を有しております。

　通貨関連における先物為替予約取引は為替相場の変動

によるリスクを有しております。

　金利関連における金利スワップ取引は市場金利の変動

によるリスクを有しております。

　デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国

内の商社または銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断してお

ります。

④　取引に係るリスクの内容

　前連結会計年度に同じであります。
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前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

⑤　取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引は、社内ルールに則り執行管理してお

ります。

　具体的には、商品関連のデリバティブ取引については主

として当社の原糖部で行っており、取締役会規程の内規

において、取引権限の限度等が明示されております。通貨

関連、金利関連のデリバティブ取引については主として

当社の財務部で行っております。

　全てのデリバティブ取引の状況報告については経営会

議にて定期的に行っております。

⑤　取引に係るリスク管理体制

　前連結会計年度に同じであります。

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成20年３月31日)

　該当事項はありません。

　なお、商品先物取引、金利スワップ取引および為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を

適用しておりますので注記の対象から除いております。

当連結会計年度(平成21年３月31日)

　該当事項はありません。

　なお、商品先物取引、金利スワップ取引および為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を

適用しておりますので注記の対象から除いております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社および連結子会社２社については、全従業員につい

て適格退職年金制度を100％採用しております。連結子会

社４社については、退職金規程に基づく退職一時金制度

を採用しており、うち１社については一部中小企業退職

金共済制度を採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

　当社および連結子会社２社については、全従業員につい

て適格退職年金制度を100％採用しております。連結子会

社３社については、退職金規程に基づく退職一時金制度

を採用しており、うち１社については一部中小企業退職

金共済制度を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

  (平成20年３月31日)

イ 退職給付債務 △2,929百万円

ロ 年金資産 2,172

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △756

ニ
会計基準変更時差異の

未処理額
93

ホ
未認識数理計算上の差異の

未処理額
547

へ
連結貸借対照表計上額純額

(ハ＋ニ＋ホ)
△115

ト 前払年金費用 18

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △133

  (平成21年３月31日)

イ 退職給付債務 △2,840百万円

ロ 年金資産 1,816

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,024

ニ
会計基準変更時差異の

未処理額
46

ホ
未認識数理計算上の差異の

未処理額
951

へ
連結貸借対照表計上額純額

(ハ＋ニ＋ホ)
△25

ト 前払年金費用 117

チ 退職給付引当金(ヘ－ト) △143

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡

便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用(注) 129百万円

ロ 利息費用 41

ハ 期待運用収益 △109

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 46

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 78

ヘ 特別退職金 77

ト
退職給付費用

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)
263

イ 勤務費用(注) 132百万円

ロ 利息費用 38

ハ 期待運用収益 △136

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 46

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 117

ヘ
退職給付費用

(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)
197

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、イ　勤務費用に計上しております。

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、イ　勤務費用に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 1.5％

ハ 期待運用収益率 5.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による按分額を翌連結会計

年度より費用処理しております。)

10年

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 10年

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 1.5％

ハ 期待運用収益率 7.0％

ニ 数理計算上の差異の処理年数

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による按分額を翌連結会計

年度より費用処理しております。)

10年

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 10年
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

未実現利益の消去 577百万円

投資有価証券等評価損 199

減損損失 143

役員退職慰労引当金 127

賞与引当金 122

その他 358

繰延税金資産小計 1,528

評価性引当額 △404

繰延税金資産合計 1,124

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △243

その他 △1

繰延税金負債合計 △245

繰延税金資産の純額 879

繰延税金資産  

未実現利益の消去 629百万円

役員退職慰労引当金 146

関係会社整理損失引当金 140

繰越欠損金 131

投資有価証券等評価損 124

賞与引当金 117

その他 222

繰延税金資産小計 1,512

評価性引当額 △295

繰延税金資産合計 1,217

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △71

その他 △0

繰延税金負債合計 △72

繰延税金資産の純額 1,145

なお、上記のほか、土地再評価差額金に係る繰延税金資

産が84百万円あり、全額に評価性引当額を計上してお

ります。また、土地再評価差額金に係る繰延税金負債が

1,433百万円あります。

 

なお、上記のほか、土地再評価差額金に係る繰延税金資

産が84百万円あり、全額に評価性引当額を計上してお

ります。また、土地再評価差額金に係る繰延税金負債が

1,433百万円あります。

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）     

税効果未認識未実現利益 6.3

交際費等永久に損金に

算入されない項目
2.5

評価性引当額の増減 2.0

持分法投資損失 1.2

その他 △2.0

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
50.7

 

法定実効税率 40.7％

（調整）     

関係会社株式評価損 △13.4

評価性引当額の増減 △11.7

税効果未認識未実現利益 △10.8

持分法投資損失 7.9

交際費等永久に損金に

算入されない項目
4.2

住民税均等割額等 1.3

受取配当金等永久に

益金に算入されない項目 
△1.1

その他 3.1

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
20.2
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 
砂糖その他
食品事業
(百万円)

健康産業事業
(百万円)

不動産その他
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高および営業損益                         

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
36,929 2,279 4,033 43,242 ― 43,242

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 1 144 146 (146) ―

計 36,929 2,281 4,178 43,389 (146) 43,242

営業費用 33,397 2,516 3,970 39,883 946 40,830

営業利益又は営業損失(△) 3,531 △234 207 3,505 (1,092) 2,412

Ⅱ　資産、減価償却費および

資本的支出
                        

資産 23,202 1,687 6,083 30,973 6,123 37,097

減価償却費 145 106 201 452 33 486

資本的支出 29 5 470 504 9 514

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)
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砂糖その他
食品事業
(百万円)

健康産業事業
(百万円)

不動産その他
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高および営業損益                         

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
37,844 1,521 3,958 43,324 ― 43,324

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 1 83 85 (85) ―

計 37,844 1,523 4,042 43,410 (85) 43,324

営業費用 35,204 1,845 3,780 40,830 1,069 41,899

営業利益又は営業損失(△) 2,639 △322 262 2,579 (1,154) 1,425

Ⅱ　資産、減価償却費および

資本的支出
                        

資産 23,770 1,703 5,672 31,146 5,152 36,299

減価償却費 162 116 204 483 28 511

資本的支出 153 195 126 475 15 491

　（注) １　事業区分は、製品系列および内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

砂糖その他食品事業 砂糖、砂糖加工品、黒糖、果糖、ガムシロップ、異性化糖、コーンスターチ、水飴

健康産業事業
アスレティックジム、ゴルフ練習場、プール、スポーツ用品ブティック、スポーツ施設の経営お

よびコンサルタント事業

不動産その他事業 店舗等の不動産賃貸、冷蔵倉庫・港湾運送、合成樹脂等の販売ほか

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度は1,092百万円、当

連結会計年度は1,154百万円であり、当社本社の総務、財務等の管理部門に係る費用であります。

４　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「砂糖その他食品事業」で78百万円減少しております。

 

５　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度は6,165百万円、当連結会計年度

は5,156百万円であり、その主なものは当社での余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資

有価証券)および当社本社の総務、財務等の管理部門に係る資産等であります。

 

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)および当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至

　平成21年３月31日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)および当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至

　平成21年３月31日)

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

子会社等

属性 名称 所在地
資本金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社

(当該関連会

社の子会社

を含む)

新東日本

製糖㈱

千葉市

美浜区
6,174

精製糖等の

製造

(所有)

直接　50
兼任５名

当社製品

の製造

精製糖等の製造

委託(注１)
4,318

流動負債

その他
336

債務保証(注２) 2,046― ―

取引条件および取引条件の決定方針等

　（注１）　精製糖等の製造委託料については、当社製品の市場価格から算定した価格、および新東日本製糖㈱から提示さ

れた総原価を検討の上、決定しております。

　（注２）　新東日本製糖㈱の銀行借入(2,785百万円(期限９年)、1,308百万円(期限11年))につき債務保証を行っておりま

す。

　（注記事項）

１　関連当事者との取引金額には、消費税等は含まれておりません。

２　関連当事者との債権・債務の期末残高には、消費税等が含まれております。

 

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しておりま

す。 

この結果、従来の開示対象項目に加えて、連結財務諸表提出会社の重要な関連会社を含む、すべての持分法適用関連

会社の要約財務諸表を、開示対象項目に追加しております。 

 

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又は

出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額(百

万円)
科目

期末残高(百

万円)

関連会社 

新東日本

製糖㈱

千葉市

美浜区
6,174

精製糖等

の製造

(所有)

直接　50

当社製品

の製造

精製糖等の製造

委託(注１)
5,278

流動負債

その他
699

債務保証(注２) 1,821― －

㈱エヌアイ

フィットネス

大阪市

中央区
80

健康産業

事業

(所有)

直接　50

資金の

融資

関係会社整理損

失引当金繰入額

(注３)

345

関係会社

整理損失

引当金

65

 取引条件および取引条件の決定方針等

　（注１）　精製糖等の製造委託料については、当社製品の市場価格から算定した価格、および新東日本製糖㈱から提示さ

れた総原価を検討の上、決定しております。

　（注２）　新東日本製糖㈱の銀行借入(2,455百万円(期限８年)、1,188百万円(期限10年))につき債務保証を行っておりま

す。

　（注３）　㈱エヌアイフィットネスの整理に伴う損失に備えるため、当社が負担することとなる損失見込額を計上してお

ります。  

 

（注記事項）

１　関連当事者との取引金額には、消費税等は含まれておりません。

２　関連当事者との債権・債務の期末残高には、消費税等が含まれております。
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２．重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社である新東日本製糖㈱を含む、すべての持分法適用関連会社（３社）

の要約財務情報は以下の通りであります。

 

流  動  資  産  合  計          3,591百万円

固  定  資  産  合  計　       20,131　　

 

流  動  負  債  合  計          2,877

固  定  負  債  合  計          6,158

 

純   資   産   合   計         14,687

 

売        上        高         11,454

税引前当期純利益（△損失）    △  430     

当 期 純 利 益  （△損失）    △  753

 

  

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 529.74円

１株当たり当期純利益金額 15.53円

１株当たり純資産額 532.19円

１株当たり当期純利益金額 14.72円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益 (百万円) 781 740

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 781 740

普通株式の期中平均株式数 (千株) 50,357 50,308

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,100 1,100 1.35 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 173 1,006 1.28 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― 30 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定の

ものを除く)
1,181 175 2.10

平成22年４月～

平成23年10月

リース債務(１年以内に返済予定の

ものを除く)
― 107 ―

平成22年４月～

平成31年１月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 2,455 2,419 ― ―

　（注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金およびリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごと

の返済予定額の総額

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 100 75 ― ―

リース債務 30 30 22 9

（２）【その他】

 当連結会計年度における四半期情報

 
第１四半期

自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日

第２四半期
自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日

第３四半期
自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日

第４四半期
自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日

売上高(百万円) 10,999 10,473 12,261 9,591

税金等調整前四半期純利

益金額(百万円)
504 123 150 148

四半期純利益金額(百万

円)
477 8 182 71

１株当たり四半期純利益

金額(円)
9.49 0.17 3.63 1.43
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,134 2,102

売掛金 ※1
 1,335

※1
 1,236

有価証券 2,411 650

原料 1,217 －

仕掛品 51 164

原材料及び貯蔵品 － 1,374

前払費用 78 87

繰延税金資産 100 224

関係会社短期貸付金 2,787 3,530

その他 145 143

貸倒引当金 － △280

流動資産合計 9,262 9,233

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 3,054

※2
 3,070

減価償却累計額 △1,085 △1,212

建物（純額） ※2
 1,969

※2
 1,858

構築物 502 504

減価償却累計額 △376 △387

構築物（純額） 125 116

機械及び装置 773 836

減価償却累計額 △438 △508

機械及び装置（純額） 335 328

車両運搬具 26 52

減価償却累計額 △22 △26

車両運搬具（純額） 4 25

工具、器具及び備品 487 498

減価償却累計額 △404 △388

工具、器具及び備品（純額） 83 110

土地 ※2, ※3
 5,709

※2, ※3
 5,709

リース資産 － 108

減価償却累計額 － △8

リース資産（純額） － 100

建設仮勘定 0 －

有形固定資産合計 8,228 8,249

無形固定資産

ソフトウエア 21 31

その他 45 42

無形固定資産合計 67 73
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※4
 1,688

※4
 1,329

関係会社株式 12,091 12,072

出資金 1 1

関係会社長期貸付金 2,011 1,799

繰延税金資産 98 171

長期差入保証金 727 618

その他 515 319

貸倒引当金 △244 △150

投資その他の資産合計 16,889 16,161

固定資産合計 25,185 24,484

資産合計 34,448 33,718

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 1,420

※1
 1,176

短期借入金 1,100 1,100

1年内返済予定の長期借入金 － ※2
 966

リース債務 － 22

未払金 948 113

未払費用 ※1
 542

※1
 884

未払法人税等 6 7

未払消費税等 112 92

前受金 56 76

預り金 12 11

賞与引当金 130 127

役員賞与引当金 23 23

関係会社整理損失引当金 － 65

その他 ※2
 133 －

流動負債合計 4,487 4,667

固定負債

長期借入金 ※2
 1,141

※2
 175

リース債務 － 77

役員退職慰労引当金 227 256

再評価に係る繰延税金負債 1,433 1,433

その他 343 279

固定負債合計 3,146 2,222

負債合計 7,633 6,889
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,004 7,004

資本剰余金

資本準備金 1,751 1,751

その他資本剰余金 5,967 5,967

資本剰余金合計 7,718 7,718

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 8,400 8,400

繰越利益剰余金 1,894 2,169

利益剰余金合計 10,294 10,569

自己株式 △11 △32

株主資本合計 25,006 25,260

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 162 △76

繰延ヘッジ損益 2 1

土地再評価差額金 ※3
 1,643

※3
 1,643

評価・換算差額等合計 1,808 1,567

純資産合計 26,815 26,828

負債純資産合計 34,448 33,718
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

商品及び製品売上高 ※1
 26,460

※1
 26,884

ドゥ・スポーツプラザ営業収入 ※1
 1,920

※1
 1,190

不動産賃貸収入 ※1
 367

※1
 367

売上高合計 28,748 28,442

売上原価

商品及び製品売上原価

商品及び製品期首たな卸高 － －

当期商品及び製品仕入高 8,894 8,581

当期製品製造原価 13,935 15,509

合計 22,830 24,091

商品及び製品期末たな卸高 － －

商品及び製品売上原価 22,830 24,091

ドゥ・スポーツプラザ売上原価 ※2
 1,873

※2
 1,152

不動産賃貸原価 ※3
 242

※3
 209

売上原価合計 ※1
 24,946

※1
 25,453

売上総利益 3,801 2,989

販売費及び一般管理費 ※1, ※4, ※5
 2,008

※1, ※4, ※5
 2,107

営業利益 1,792 881

営業外収益

受取利息 ※1
 86

※1
 101

受取配当金 ※1
 138

※1
 130

その他 31 67

営業外収益合計 257 299

営業外費用

支払利息 ※1
 53

※1
 43

その他 25 27

営業外費用合計 78 71

経常利益 1,971 1,109
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 6 －

貸倒引当金戻入額 － 9

特別利益合計 6 9

特別損失

固定資産除却損 ※6
 6

※6
 8

投資有価証券評価損 4 26

関係会社株式評価損 30 14

ゴルフ会員権評価損 ※7
 60

※7
 4

関係会社貸倒引当金繰入額 61 336

特別退職金 77 －

ドゥ・スポーツプラザ新宿閉鎖損失 603 －

関係会社整理損失引当金繰入額 － 65

特別損失合計 842 453

税引前当期純利益 1,135 665

法人税、住民税及び事業税 8 172

法人税等調整額 535 △83

法人税等合計 543 88

当期純利益 591 576
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  9,512 68.8 10,330 66.1
Ⅱ　経費 ※２ 4,319 31.2 5,293 33.9
当期総製造費用  13,832100.0 15,623100.0
期首仕掛品たな卸高  155     51     

合計  13,988     15,675     
期末仕掛品たな卸高  51     164     
他勘定振替高 ※３ 1     0     
当期製品製造原価  13,935     15,509     

　（注) １　原価計算における原価の算定は製品等級別等価比率による総合原価計算によっております。

※２　経費のうち主なものは次のとおりであります。

前事業年度 外注加工費 4,318百万円

当事業年度 外注加工費 5,278百万円

※３　他勘定振替高は、雑費に振替えております。

EDINET提出書類

日新製糖株式会社(E00358)

有価証券報告書

63/90



③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,004 7,004

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,004 7,004

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,751 1,751

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,751 1,751

その他資本剰余金

前期末残高 5,967 5,967

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,967 5,967

資本剰余金合計

前期末残高 7,718 7,718

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,718 7,718

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 8,400 8,400

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,400 8,400

繰越利益剰余金

前期末残高 1,604 1,894

当期変動額

剰余金の配当 △302 △302

当期純利益 591 576

当期変動額合計 289 274

当期末残高 1,894 2,169

利益剰余金合計

前期末残高 10,004 10,294

当期変動額

剰余金の配当 △302 △302

当期純利益 591 576

当期変動額合計 289 274

当期末残高 10,294 10,569
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

自己株式

前期末残高 △9 △11

当期変動額

自己株式の取得 △2 △20

当期変動額合計 △2 △20

当期末残高 △11 △32

株主資本合計

前期末残高 24,718 25,006

当期変動額

剰余金の配当 △302 △302

当期純利益 591 576

自己株式の取得 △2 △20

当期変動額合計 287 254

当期末残高 25,006 25,260

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 426 162

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△264 △239

当期変動額合計 △264 △239

当期末残高 162 △76

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － 2

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2 △1

当期変動額合計 2 △1

当期末残高 2 1

土地再評価差額金

前期末残高 1,643 1,643

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ －

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,643 1,643

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,070 1,808

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△261 △240

当期変動額合計 △261 △240

当期末残高 1,808 1,567
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 26,789 26,815

当期変動額

剰余金の配当 △302 △302

当期純利益 591 576

自己株式の取得 △2 △20

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △261 △240

当期変動額合計 26 13

当期末残高 26,815 26,828
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【重要な会計方針】
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準および評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法

１　有価証券の評価基準および評価方法

(1) 満期保有目的の債券

前事業年度に同じであります。

(2) 子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) 子会社株式および関連会社株式

前事業年度に同じであります。

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(3) その他有価証券

時価のあるもの

前事業年度に同じであります。

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

前事業年度に同じであります。

２　デリバティブ取引の評価基準および評価方法

時価法

２　デリバティブ取引の評価基準および評価方法

前事業年度に同じであります。

３　たな卸資産の評価基準および評価方法

商品、原料および仕掛品は総平均法による原価法によ

り評価しております。

３　たな卸資産の評価基準および評価方法

主として総平均法による原価法(貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定)

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物

附属設備は除く)については、定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　　　　　　　　７～17年

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物

附属設備は除く)については、定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　５～50年

機械及び装置　　　　　　　　　　５～17年

(2) 無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

――――――― (3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リー

ス取引に関する会計基準」の適用初年度開始前の

リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

前事業年度に同じであります。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

前事業年度に同じであります。
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(3) 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度末におけ

る支給見込額の当事業年度負担額を計上しておりま

す。

(3) 役員賞与引当金

前事業年度に同じであります。

――――――― (4) 関係会社整理損失引当金

関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当社が負

担することとなる損失見込額を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、会計基準変更時差異(339百

万円(退職給付制度一部終了分控除後))については、

10年による按分額を費用処理しております。数理計

算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定額法により、

翌事業年度から費用処理することとしております。

なお、事業年度末における年金資産が、退職給付債務

から数理計算上の差異等を控除した額を超過する場

合には、前払年金費用として投資その他の資産の

「その他」に計上しております。

(5) 退職給付引当金

前事業年度に同じであります。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、規定に基づ

く期末要支給額を計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

前事業年度に同じであります。

６　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

６　外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

前事業年度に同じであります。

７　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

―――――――

８　ヘッジ会計の方法

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約

等が付されている外貨建金銭債権債務等について

は、振当処理を行っております。

７　ヘッジ会計の方法

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

前事業年度に同じであります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  ヘッジ対象

商品先物取引  粗糖仕入

為替予約取引  外貨建金銭債権債務

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

前事業年度に同じであります。

(3) ヘッジ方針

社内の業務分掌規程に基づき、粗糖相場の変動およ

び為替相場の変動によるリスクをヘッジしておりま

す。なお、粗糖相場の変動リスクに対するヘッジ取引

については、取締役会規程の内規において、取引権限

の限度等を定めております。

(3) ヘッジ方針

前事業年度に同じであります。
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変

動の累計を比較し、比率分析を行うことにより判定

しております。また、実需予測に対するヘッジについ

ては、予測と実績に大きな乖離がないことを事後的

に確認しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

前事業年度に同じであります。

９　消費税等の会計処理方法

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

８　消費税等の会計処理方法

前事業年度に同じであります。

【会計処理の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 

―――――――

（棚卸資産の評価基準および評価方法の変更）

通常の販売目的で保有する棚卸資産につきましては、従

来、主として総平均法による原価法によっておりました

が、当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用

されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。

この変更による損益に与える影響はありません。

（有形固定資産の減価償却の方法の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

 

―――――――

 

―――――――

（リース取引に関する会計基準の適用）

所有権移転外ファイナンス・リース取引につきまして

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））および「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月

30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理

に準じた会計処理によっております。また、所有権移転外

ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却

の方法につきましては、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引につきましては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用して

おります。

この変更による損益に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(貸借対照表)

１　従来、内国法人の発行する譲渡性預金の預金証書等（当

事業年度末2,400百万円、前事業年度末残高はありませ

ん。）につきましては、「現金及び預金」に含めており

ましたが、「金融商品会計に関する実務指針」（会計

制度委員会報告第14号、平成12年１月31日公表、最終改

正 平成19年７月４日）の改正に伴い、当事業年度よ

り、「有価証券」に含めることといたしました。

 

―――――――

 

―――――――

(貸借対照表)

１　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣

府令第50号)が適用となることに伴い、前事業年度にお

いて、「原料」として掲記されていたものは、当事業年

度から「原材料及び貯蔵品」として掲記しておりま

す。なお、当事業年度に含まれる「原料」「貯蔵品」

は、それぞれ1,370百万円、3百万円であります。

２　前事業年度まで独立科目で掲記しておりました「受入

保証金」（当事業年度末283百万円）は、負債及び純資

産の合計額の100分の１以下となったため、固定負債の

「その他」に含めて表示することに変更いたしまし

た。

２　１年内返済予定の長期借入金は負債及び純資産の合計

額の100分の１を超えたため、当事業年度より区分掲記

することといたしました。なお、前事業年度は流動負債

の「その他」に133百万円含まれております。

【追加情報】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度より、平成19年３月31日以前に取得した有形固

定資産のうち償却可能限度額までの償却が終了しているも

のについては、残存簿価を５年間で均等償却しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常

利益および税引前当期純利益はそれぞれ３百万円減少して

おります。

―――――――

――――――― 当事業年度より、法人税法の改正を契機として、機械及び装

置の耐用年数の見直しを行っております。この変更による

損益に与える影響は軽微であります。

EDINET提出書類

日新製糖株式会社(E00358)

有価証券報告書

71/90



【注記事項】

（貸借対照表関係）
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前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

※１　関係会社項目

関係会社に対する主な資産および負債には区分掲記

されたもののほか、下記のものがあります。

※１　関係会社項目

関係会社に対する主な資産および負債には区分掲記

されたもののほか、下記のものがあります。

区分 科目
金額
(百万円)

資産 売掛金 1,107
負債 買掛金 441
負債 未払費用 404

区分 科目
金額
(百万円)

資産 売掛金 996
負債 買掛金 414
負債 未払費用 749

※２　担保資産および担保付債務 ※２　担保資産および担保付債務

担保に供している資産の額(帳簿価額) 担保に供している資産の額(帳簿価額)

建物 230百万円

土地 975

計 1,205

建物 218百万円

土地 975

計 1,193

上記に対応する債務 上記に対応する債務

流動負債その他 100百万円

長期借入金 275

計 375

1年内返済予定の長期借入金 100百万円

長期借入金 175

計 275

※３　土地再評価

土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に

計上しております。

※３　土地再評価

土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に

計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に

定める方法により算出

再評価を行った年月日　　平成11年３月31日

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に

定める方法により算出

再評価を行った年月日　　平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後

の帳簿価額との差額　　　　　　　 △2,778百万円

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後

の帳簿価額との差額　　　　　　　 △2,675百万円

※４　差入有価証券

投資有価証券のうち営業保証金に11百万円、商品市

場取引委託証拠金に86百万円を差入れております。

※４　差入有価証券

投資有価証券のうち営業保証金に11百万円、商品市

場取引委託証拠金に71百万円を差入れております。

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

５　偶発債務

下記の関係会社等の債務に対し保証を行っておりま

す。

５　偶発債務

下記の関係会社等の債務に対し保証を行っておりま

す。

(1) 商品仕入代金に対する保証 (1) 商品仕入代金に対する保証

日新カップ㈱ 329百万円

日新サービス㈱ 110

日新カップ㈱ 520百万円

日新サービス㈱ 60

(2) 金融機関借入金に対する保証 (2) 金融機関借入金に対する保証

新東日本製糖㈱　 (注) 2,046百万円

ニューポート産業㈱ 80

㈱エヌアイフィットネス 70

従業員ローン 0

計 2,197

(注)総額4,093百万円のうち、当社保証額であり

ます。

新東日本製糖㈱　 (注) 1,821百万円

ニューポート産業㈱ 40

従業員ローン 0

計 1,861

(注)総額3,643百万円のうち、当社保証額であり

ます。

６　コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱三井

住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行とコミッ

トメントライン契約を締結しております。

６　コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱三井

住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行とコミッ

トメントライン契約を締結しております。

コミットメントの総額 2,000百万円

借 入 実 行 残 高 ―

差　　引　　額 2,000

コミットメントの総額 2,000百万円

借 入 実 行 残 高 ―

差　　引　　額 2,000
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（損益計算書関係）

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　関係会社項目

区分掲記されたものを除き、各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは、次のとおりでありま

す。

※１　関係会社項目

区分掲記されたものを除き、各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは、次のとおりでありま

す。

区分 科目
金額
(百万円)

売上高

商品及び製品売上高 25,405
ドゥ・スポーツ
プラザ営業収入

2

不動産賃貸収入 358

営業外収益
受取利息 84
受取配当金 96

上記のほか、売上原価、販売費及び一般管理費に、関

係会社との取引による金額が合計8,567百万円含ま

れております。

区分 科目
金額
(百万円)

売上高

商品及び製品売上高 25,671
ドゥ・スポーツ
プラザ営業収入

1

不動産賃貸収入 358

営業外収益
受取利息 92
受取配当金 96

営業外費用 支払利息 9

上記のほか、売上原価、販売費及び一般管理費に、関

係会社との取引による金額が合計9,788百万円含ま

れております。

※２　ドゥ・スポーツプラザ売上原価の内訳 ※２　ドゥ・スポーツプラザ売上原価の内訳

商品売上原価等 81百万円

人件費 597

減価償却費 70

水道光熱費 231

用品・消耗備品費 33

外注費 146

賃借料 676

その他 37

計 1,873

商品売上原価等 29百万円

人件費 384

減価償却費 81

水道光熱費 124

用品・消耗備品費 71

外注費 127

賃借料 315

その他 17

計 1,152

※３　不動産賃貸原価の内訳 ※３　不動産賃貸原価の内訳

減価償却費 143百万円

租税公課 53

その他 45

計 242

減価償却費 144百万円

租税公課 51

その他 13

計 209
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※４　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額 ※４　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

販売奨励費 126百万円

役員報酬 190

従業員給料 554

賞与金 108

賞与引当金繰入額 107

役員賞与引当金繰入額 23

退職給付費用 98

役員退職慰労引当金繰入額 31

法定福利費 115

減価償却費 50

賃借料 133

販売費に属する費用のおおよその割合は11％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

89％であります。

役員報酬 208百万円

従業員給料 575

賞与金 134

賞与引当金繰入額 112

役員賞与引当金繰入額 23

退職給付費用 109

役員退職慰労引当金繰入額 32

法定福利費 126

減価償却費 45

賃借料 126

販売費に属する費用のおおよその割合は12％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

88％であります。

※５　一般管理費に含まれる研究開発費　　　50百万円 ※５　一般管理費に含まれる研究開発費　　　52百万円

※６　固定資産除却損の内訳 ※６　固定資産除却損の内訳

建物 3百万円

構築物 2

その他 0

計 6

建物 5百万円

構築物 0

その他 2

計 8

なお、固定資産除却損は撤去費用を含んでおりま

す。

なお、固定資産除却損は撤去費用を含んでおりま

す。

※７　ゴルフ会員権評価損の内訳

ゴルフ会員権評価損には、減損処理額６百万円、貸倒

引当金繰入額54百万円を含めて表示しております。

※７　ゴルフ会員権評価損の内訳

ゴルフ会員権評価損は、貸倒引当金繰入額４百万円

であります。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式　(株) 26,745 8,860 ― 35,605

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　8,860株

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式　(株) 35,605 86,225 ― 121,830

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　86,225株
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（リース取引関係）

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

１　ファイナンス・リース取引（借主側）

   重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 工具、器具及び備品
ソフト
ウエア

合計

取得価額
相当額
(百万円)

156 3 160

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

83 1 84

期末残高
相当額
(百万円)

73 1 75

 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

 

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 25百万円

１年超 50

合計 75

 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み法」により算定しており

ます。

③支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 38

 

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 

 

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 2

合計 5

２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

未経過リース料

１年内 382百万円

１年超 4,810

合計 5,192

（有価証券関係）

前事業年度(平成20年３月31日)

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度(平成21年３月31日)

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産  

投資有価証券等評価損 387百万円

貸倒引当金 99

役員退職慰労引当金 92

賞与引当金 52

その他 77

繰延税金資産小計 710

評価性引当額 △397

繰延税金資産合計 312

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △111

その他 △1

繰延税金負債合計 △113

繰延税金資産の純額 198

繰延税金資産  

投資有価証券等評価損 238百万円

貸倒引当金 175

役員退職慰労引当金 104

賞与引当金 51

その他 60

繰延税金資産小計 630

評価性引当額 △233

繰延税金資産合計 396

繰延税金負債     

繰延ヘッジ利益 △0

繰延税金負債合計 △0

繰延税金資産の純額 396

なお、上記のほか、土地再評価差額金に係る繰延税金資

産が84百万円あり、全額に評価性引当額を計上してお

ります。また、土地再評価差額金に係る繰延税金負債が

1,433百万円あります。

 

なお、上記のほか、土地再評価差額金に係る繰延税金資

産が84百万円あり、全額に評価性引当額を計上してお

ります。また、土地再評価差額金に係る繰延税金負債が

1,433百万円あります。

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)     

評価性引当額の増減 8.4

交際費等永久に

損金に算入されない項目
1.8

受取配当金等永久に

益金に算入されない項目
△3.8

その他 0.8

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
47.9

 

法定実効税率 40.7％

(調整)     

評価性引当額の増減 △24.6

交際費等永久に

損金に算入されない項目
3.1

受取配当金等永久に

益金に算入されない項目
△6.5

住民税均等割額等 1.2

その他 △0.6

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
13.3
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（１株当たり情報）

 

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 532.55円

１株当たり当期純利益金額 11.75円

１株当たり純資産額 533.73円

１株当たり当期純利益金額 11.47円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益　(百万円) 591 576

普通株主に帰属しない金額　(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益　(百万円) 591 576

普通株式の期中平均株式数　(千株) 50,357 50,308

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

[投資有価証券]         

(その他有価証券)         

そしあす証券㈱ 680,540 348

ブルドックソース㈱ 1,327,288 278

㈱ヤクルト本社 81,995.483 143

住友信託銀行㈱ 320,000 119

㈱みずほフィナンシャルグループ

第十一回第十一種優先株式
100,000 100

新光製糖㈱ 230,000 98

ユアサ・フナショク㈱ 206,000 36

㈱三井住友フィナンシャルグループ 5,000 17

みずほインベスターズ証券㈱ 198,000 16

㈱精糖工業会館 27,700 13

その他　 43銘柄 2,680,527.768 145

株式合計 5,857,051.251 1,316

【債券】
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銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

[有価証券]         

(満期保有目的の債券)         

千葉県昭和54年度公債

第９回二号
0 0

有価証券合計 0 0

[投資有価証券]         

(満期保有目的の債券)         

千葉県昭和54年度公債

第９回二号
1 1

第80回　利付国債

 
11 11

投資有価証券合計 12 12

債券合計 13 13

【その他】

種類 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

[有価証券]         

(その他有価証券)         

譲渡性預金(２銘柄) 650 650

その他合計 650 650

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

建物 ― ― ― 3,070 1,212 131 1,858

構築物 ― ― ― 504 387 10 116

機械及び装置 ― ― ― 836 508 70 328

車輌運搬具 ― ― ― 52 26 6 25

工具、器具及び備品 ― ― ― 498 388 38 110

土地 ― ― ― 5,709 ― ― 5,709

建設仮勘定 ― ― ― ― ― ― ―

リース資産 ― ― ― 108 8 8 100

有形固定資産計 ― ― ― 10,7802,531 265 8,249

無形固定資産                             

ソフトウエア ― ― ― 63 31 8 31

その他 ― ― ― 72 29 5 42

無形固定資産計 ― ― ― 135 61 14 73

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

　（注）１　有形固定資産の当該事業年度における増加額及び減少額がいずれも当該事業年度末における有形固定資産の　

　　　　　　　　　　　　　　　

総額の５％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減少額」の記載を省略しており

ます。

　　　　２　無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減　　　

少額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 244 340 154 ― 430

賞与引当金 130 127 130 ― 127

役員賞与引当金 23 23 23 ― 23

関係会社整理損失引当金 ― 65 ― ― 65

役員退職慰労引当金 227 32 3 ― 256

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 7

預金の種類     

当座預金 10

通知預金 370

普通預金 14

定期預金 1,700

計 2,094

合計 2,102

②　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

日新カップ㈱ 996

山口製糖㈱ 99

王子製糖㈱ 88

東京都荒川区 23

その他 27

合計 1,236
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ロ　売掛金の発生および回収並びに滞留状況

前期繰越高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)

(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,335 30,251 30,350 1,236 96.1 15.5

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

③　仕掛品

品目 金額(百万円)

仕掛品 糖液等 164

合計 164

④　原材料及び貯蔵品

区分 金額(百万円)

原料 原糖 1,370

貯蔵品 機械部品等 3

合計 1,374

⑤　関係会社短期貸付金

相手先 金額(百万円)

日新カップ㈱ 3,100

㈱エヌアイフィットネス 280

日新サービス㈱ 150

合計 3,530

⑥　関係会社株式
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銘柄 金額(百万円)

(子会社株式)     

ニューポート産業㈱ 1,102

新豊食品㈱ 900

日新カップ㈱ 865

その他 217

(関連会社株式)     

新東日本製糖㈱ 8,315

日本ポート産業㈱ 520

その他 144

(その他の関係会社株式)  

住友商事㈱ 8

合計 12,072

⑦　関係会社長期貸付金

相手先 金額(百万円)

ニューポート産業㈱ 1,352

日新余暇開発㈱ 447

合計 1,799

⑧　買掛金

相手先 金額(百万円)

新豊食品㈱ 279

(独)農畜産業振興機構 187

ニッテン商事㈱ 152

王子製糖㈱ 117

ダニスコジャパン㈱ 79

その他 359

合計 1,176

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所   （特別口座）

 　 東京都中央区八重洲二丁目３番１号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 　（特別口座）

 　 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所     ―

買取手数料
東京証券取引所の定める１単元あたりの売買委託手数料額を

買取った単元未満株式数で按分した額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書およびその添付書類

    事業年度(第81期)　(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日) 平成20年６月27日関東財務局長に提出

(2) 四半期報告書および確認書

    (第82期第１四半期)　(自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日) 平成20年８月14日関東財務局長に提出 

    (第82期第２四半期)　(自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日) 平成20年11月13日関東財務局長に提出

    (第82期第３四半期)　(自 平成20年10月１日　至 平成20年12月31日) 平成21年２月12日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成20年６月27日

日新製糖株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 今井　靖容　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田村　保広　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　宏和　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日新製糖株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日新製糖

株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 平成21年６月25日

日新製糖株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 今井　靖容　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田村　保広　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　宏和　　㊞

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
日新製糖株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ
た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日新製糖
株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日新製糖株式会社の平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま
た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、日新製糖株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に
係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)
が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成20年６月27日

日新製糖株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 今井　靖容　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田村　保広　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　宏和　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日新製糖株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第81期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日新製糖株式

会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 平成21年６月25日

日新製糖株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 今井　靖容　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田村　保広　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　宏和　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

日新製糖株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第82期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日新製糖株式

会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

日新製糖株式会社(E00358)

有価証券報告書

90/90


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（８）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（２）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの状況
	（２）監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	製造原価明細書

	③株主資本等変動計算書
	重要な会計方針
	会計処理の変更
	表示方法の変更
	追加情報
	注記事項

	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	その他
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

